
 

   石巻市販売促進等支援事業費補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により落ち込んだ地域経済を立て

直すため、販路拡大を図るために行う事業に対して、予算の範囲内において石巻市販売促進

等支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、石巻市補助金等

の交付に関する規則（平成１７年石巻市規則第４７号）に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 

 （補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市内に事業所を有

する３者以上の事業者の連携体又は市内の３者以上の事業者が参加する事業を支援する団体

等で、次条に規定する事業を実施するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象者が次の各号のいずれかに該当する場合は、交付対象

外とする。 

 (1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

に規定する性風俗関連特殊営業又は当該営業に係る接客業務受託営業を行う事業者 

 (2) 政治団体 

 (3) 宗教上の組織又は団体 

 (4) 石巻市暴力団排除条例（平成２４年石巻市条例第４２号）第２条第４号に規定する

暴力団員等 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、補助金の趣旨及び目的に照らして適当でないと市長が

判断する者 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助対象者が、

令和２年４月１日から令和３年２月２８日までの間に行う物産市等の販売促進を伴う事業と

する。 

 （補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条に規定す

る補助対象事業に要する経費とする。ただし、次に掲げる経費については補助の対象としな

い。 

 (1) 補助対象者の人件費 

 (2) 事業所等の運営経費 

 (3) 食糧費に相当する経費 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、市長が補助対象経費として適当でないと認める経費 

２ 補助金の額は、補助対象経費の１０分の１０とし、１補助対象事業当たりの補助限度額を

５０万円とする。 

 （交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（市内に事業所を有する３者以上の事業者の連携体



が補助金の申請をする場合にあっては、その代表者。以下「申請者」という。）は、石巻市

販売促進等支援事業費補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添付して

市長に提出しなければならない。 

 (1) 事業計画書（様式第１号付表１） 

 (2) 収支予算書（様式第１号付表２） 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （交付の決定） 

第６条 市長は、前条の規定により提出された交付申請書を受理したときは、当該申請に係る

書類を審査し、又は必要に応じて現地調査等を行い、補助金を交付すべきものと認めたとき

は、速やかに交付を決定し、石巻市販売促進等支援事業費補助金交付決定通知書（様式第２

号）により申請者に通知するものとする。 

 （変更申請等） 

第７条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、補助金の交付の

決定に係る補助対象事業の内容、経費の配分その他の事項を変更し、又は補助対象事業を中

止し、若しくは廃止しようとするときは、石巻市販売促進等支援事業費補助金事業変更（中

止・廃止）承認申請書（様式第３号）を市長に提出し、あらかじめその承認を受けなければ

ならない。ただし、補助金の額に変更のない軽微な変更については、この限りでない。 

 （実績報告） 

第８条 交付決定者は、補助対象事業が完了したときは、石巻市販売促進等支援事業費補助金

実績報告書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (1) 事業実績書（様式第４号付表１） 

 (2) 収支精算書（様式第４号付表２） 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、提出された書類を審査し、又は必要

に応じて現地調査等を行い、適正と認めたときは、補助金の額を確定し、石巻市販売促進等

支援事業費補助金交付額確定通知書（様式第５号）により当該交付決定者へ通知するものと

する。 

 （補助金の交付） 

第１０条 補助金は、前条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、必要と認めるときは、補助金を概算払により交付する

ことができる。 

３ 交付決定者は、補助金の交付を請求するときは、石巻市販売促進等支援事業費補助金交付

請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

４ 第２項の規定により補助金の概算払を受けた交付決定者は、前条の規定による確定通知を

受けたときは、速やかに補助金の精算をしなければならない。 

 （交付決定の取消し） 

第１１条 市長は、交付対象者が補助金の交付の条件に違反したと認めるときは、補助金の交



付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 前項の規定は、前条の規定による補助金交付額確定通知書を通知した後においても適用が

あるものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、交付決定者に対し、

その旨を通知するものとする。 

 （補助金の返還） 

第１２条 市長は、前条の規定による補助金の交付決定を取り消した場合において、補助対象

事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、

当該補助金の返還を命ずるものとする。 

 （指導監督） 

第１３条 市長は、必要と認めたときは、交付決定者に対し、必要な報告若しくは資料等の提

出を求め、又は必要な事項を指示することができる。 

 （その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年７月１日から施行する。 

 （失効） 

２ この要綱は、令和３年３月３１日限り、その効力を失う。 

３ この要綱の失効の際、現に補助金の交付を受けた者に係る第１２条の規定は、前項の規定

にかかわらず、当分の間、なお効力を有する。 


